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介護現場の実態把握のためのアンケート調査
（調査結果）

令和７年８月
米子市福祉保健部長寿社会課

１ 調査目的
  介護現場の生産性向上に向けた取組や介護人材の確保・支援に向けた取
  組等について検討するため
２ 調査対象
  市内介護サービス事業者
３ 調査期間
  令和７年５月28日（水）から令和７年６月18日（水）
４ 調査方法
  とっとり電子申請サービスによる回答
５ 回答数
  150事業所／362事業所（回答率41.4％）
６ 設問数
  全61問 ※事業所の種別や回答内容によって変動あり

調査概要
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全体共通

問１ 事業所種別
   （方式：単一選択方式（有効回答数＝150,無回答＝0）

対象：全事業所

23 
15 

14 
13 

10 
10 
10 
10 

7 
6 
6 
6 
6 
6 

2 
2 

1 
1 
1 
1 

0 

居宅介護支援

通所介護

地域密着型通所介護

訪問介護

通所リハビリテーション

訪問看護

認知症対応型共同生活介護

小規模多機能型居宅介護

介護老人保健施設

介護老人福祉施設

福祉用具（販売・貸与）

短期入所（生活介護・療養介護）

訪問リハビリテーション

特定施設入居者生活介護

訪問入浴

看護小規模多機能型居宅介護

地域密着型介護老人福祉施設

地域密着型特定施設入居者生活介護

認知症対応型通所介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

介護医療院

訪問系サービス    ４４事業所 (29%)
（訪問介護/看護/入浴/リハ・小多機・看多機・定期巡回）

通所系サービス    ４０事業所 (27%)
（通所介護/リハ/地域密着型/認知症対応型）

施設・居住サービス  ３７事業所 (25%)
（特養/密着型・老健・医療院・ショートステイ・グループホーム・
  特定施設/密着型）

居宅介護支援     ２３事業所 (15%)

その他サービス     ６事業所 ( 4%)
（福祉用具）

全体共通

問２ 職員数
   （方式：数値入力方式（有効回答数＝136,無回答＝14）

対象：全事業所

37 

47 

20 

15 

7 

4 

2 

1 

0 

1 

3 

0 

0 

1 

1~5

6~10

11~15

16~20

21~25

26~30

31~35

36~40

41~45

46~50

51~55

56~60

61~65

66~70

介護職員の総数

事業所数

1

3

1

1

0

1

1人

2人

3人

4人

5人

6人

うち外国人従業者数

事業所数
（派遣職員は無回答）
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Ⅰ 人材に関すること

問３ 過去１年間の採用者及び常勤・非常勤の別と年齢別
   （方式：数値入力方式（有効回答数＝91,無回答＝59）

対象：全事業所

13 

34 

47 

48 

44 

33 

11 

5 

20歳未満

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70～79歳

年齢不明

採用者のうち【常勤職員】の数

4 

10 

18 

24 

15 

21 

10 

3 

20歳未満

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70～79歳

年齢不明

採用者のうち【非常勤職員】の数

Ⅰ 人材に関すること

問３ 過去１年間の離職者及び常勤・非常勤の別と年齢別
   （方式：数値入力方式（有効回答数＝69,無回答＝81）

対象：全事業所

6 

25 

27 

30 

26 

20 

7 

5 

20歳未満

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70～79歳

年齢不明

離職者のうち【常勤職員】の数

4 

9 

9 

19 

10 

21 

14 

4 

20歳未満

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70～79歳

年齢不明

離職者のうち【非常勤職員】の数
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Ⅰ 人材に関すること

問４ 過去１年間の従業員１人あたりの有給休暇平均取得日数
   （方式：単一選択方式（有効回答数＝149,無回答＝1）

対象：全事業所

■１５日以上

■１０日以上１５日未満

■５日以上１０日未満

■５日未満

■わからない

12 

48 

74 

9 6 

(32%)

(50%)

(8%)
(4%)

(6%)

Ⅰ 人材に関すること

問５ 過去１年間の従業員１人あたりの平均残業時間
   （方式：数値入力方式（有効回答数＝138,無回答＝12）

対象：全事業所

全サービス（平均） ３３時間

訪問系サービス
（訪問介護/看護/入浴/リハ・小多機・看多機・定期巡回）

３７時間

通所系サービス
（通所介護/リハ/地域密着型/認知症対応型）

２１時間

施設・居住サービス
（特養/密着型・老健・医療院・ショートステイ・グループホーム・特定施設/密着型）

３２時間

居宅介護支援 ４２時間

その他サービス
（福祉用具）

５５時間
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Ⅰ 人材に関すること

問６ 介護人材の充足の度合い
   （方式：単一選択方式（有効回答数＝149,無回答＝1）

対象：全事業所

14 

75 

38 

22 

0 

充足しており、まったく支障ない

不足する時もあるが、おおむね充足し、

支障ない

不足気味で支障を感じることがある

慢性的に不足し、支障がある

わからない

(9%)

(50%)

(26%)

(15%)

Ⅰ 人材に関すること

問７ 不足している理由
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝60,無回答＝0）

対象：問６－③・④選択事業所

60事業所／150事業所

45 

25 

17 

17 

13 

8 

4 

7 

応募者がいない

急な退職の発生

応募はあるが適正な人材がいない

採用しても定着しない（離職が早い）

職員の高齢化による退職の増

事業拡大による不足

経営上採用ができない

その他
・産休・育休及び、病気療養中の職員がいる
・正規職員を採用してもらえない
・非常勤職員が多く突発的な休みが多い
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Ⅰ 人材に関すること

問８ 生じている支障の詳細
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝60,無回答＝0）

対象：問６－③・④選択事業所

60事業所／150事業所

38 

33 

19 

18 

13 

5 

5 

1 

5 

提供できるサービスの量が落ちている

サービスの質が落ちている

職員が休暇取得ができない

事務の遅滞や停滞が生じている

職員への研修ができない

サービスに対する利用者からの苦情が発生している

多忙により職員同士の関係性が悪くなっている

事業所の休止等を検討している

その他
・長時間勤務になる
・事業計画、将来構想が立案出来ない
・新規依頼を断るケースが発生している

Ⅰ 人材に関すること

問９ 確保が困難な職種
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝138,無回答＝12）

対象：全事業所

58 

58 

48 

35 

27 

18 

12 

4 

3 

3 

0 

0 

4 

4 

介護職員（通所）

介護職員（施設）

看護師・准看護士

介護支援専門員

訪問介護員

主任介護支援専門員

理学療法士・作業療法士・言語聴覚士

福祉用具専門相談員

生活相談員

社会福祉士

保健師

管理栄養士・栄養士

わからない

その他 ・柔道整復師
・入浴パート



7

Ⅰ 人材に関すること

問10 確保が困難な主な理由・背景として考えられること
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝140,無回答＝10）

対象：全事業所

77 

64 

39 

32 

31 

21 

13 

11 

10 

5 

3 

7 

6 

同業他者との人材確保競争が厳しい

他産業に比べて、待遇・給与面に魅力がない

他産業に比べて、イメージが良くない

好条件で募集している他の事業所への転職

待遇・給与面への不満

入職前の予想以上に業務が負担であり、精神的・体力的に続かない

職場(職員同士)の人間関係によるトラブル

有資格者がもともと少ない

別の業界への転職

結婚・出産・介護等による離職

利用者・家族とのトラブル

わからない

その他
・経費増から増員に踏み切れない　・新卒又は介護職に就く者が少ない
・ケアマネ取得する職員の減少、ケアマネ業務を嫌がる

Ⅰ 人材に関すること

問11 人材確保のために使用している手法・媒体
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝147,無回答＝3）

対象：全事業所

142 

99 

65 

46 

41 

37 

37 

35 

34 

32 

31 

31 

27 

27 

17 

16 

14 

6 

3 

1 

4 

ハローワーク

職員からの紹介

法人や事業所のホームページ

その他知人・友人からの紹介

新聞折り込みチラシ

有料職業紹介会社

合同企業説明会

事業所内での周知

インターンシップ、ボランティア受入れ

人材紹介・人材派遣会社

資格取得実習受入れ

学校からの紹介（就職課、説明会、授業等）

福祉人材センター（県社協）

外国人技能実習生、特定技能の紹介機関（監理団体等）

タウン誌・フリーペーパー

その他の無料職業紹介所

チラシのポスティング

事業所広告の活用（看板、吊り広告等）

法人独自の面談会、外部向け研修会等

いずれも実施していない

その他
・SNS ・見学 ・訪問同行
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Ⅰ 人材に関すること

問12 人材確保のために使用している手法・媒体のうち、実際に効果のあったもの
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝142,無回答＝8）

対象：全事業所

115 

82 

23 

22 

19 

14 

13 

9 

6 

4 

4 

3 

2 

2 

2 

2 

1 

1 

1 

1 

5 

ハローワーク

職員からの紹介

その他知人・友人からの紹介

法人や事業所のホームページ

有料職業紹介会社

新聞折り込みチラシ

人材紹介・人材派遣会社

学校からの紹介（就職課、説明会、授業等）

外国人技能実習生、特定技能の紹介機関（監理団体等）

福祉人材センター（県社協）

資格取得実習受入れ

チラシのポスティング

合同企業説明会

インターンシップ、ボランティア受入れ

事業所内での周知

事業所広告の活用（看板、吊り広告等）

その他の無料職業紹介所

法人独自の面談会、外部向け研修会等

タウン誌・フリーペーパー

いずれも実施していない

その他
・SNS

Ⅰ 人材に関すること

問13 人材確保に向けて現在実施している取組
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝143,無回答＝7）

対象：全事業所

106 

98 

74 

67 

56 

54 

50 

48 

46 

42 

42 

41 

35 

28 

25 

16 

2 

休暇を取りやすい体制づくり

個人の希望に配慮した業務配置・労働時間（シフト）の構築

産休・育休・介護休暇の取得促進

上司による個別面談や相談体制の整備・充実

業務内容・就労条件に関する詳細な説明

先輩職員による担当指導制度やフォロー体制の整備・充実

勤務年数や能力に応じた評価を基にした昇任・昇給等の実施

自主的な資格取得・研修受講等に関するスキルアップ支援（休暇付与、助成金）

メンタルヘルスケアを含む健康管理体制の充実

非正規職員から正規職員への転換の機会のづくり

職員の負担軽減のための介護ロボットやICT の導入

キャリアパスの充実

体系的な教育・研修の充実

定期昇給の実施等給与水準の引上げ

職員の負担の軽減のための介護助手（介護補助）の導入

職場内の仲間づくり活動の推進

その他
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Ⅰ 人材に関すること

問14 人材確保に向けて効果的であると感じる取組
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝142,無回答＝8）

対象：全事業所

107 

86 

45 

43 

39 

39 

39 

27 

23 

22 

19 

15 

13 

11 

6 

3 

2 

休暇を取りやすい体制づくり

個人の希望に配慮した業務配置・労働時間（シフト）の構築

先輩職員による担当指導制度やフォロー体制の整備・充実

定期昇給の実施等給与水準の引上げ

上司による個別面談や相談体制の整備・充実

産休・育休・介護休暇の取得促進

勤務年数や能力に応じた評価を基にした昇任・昇給等の実施

業務内容・就労条件に関する詳細な説明

自主的な資格取得・研修受講等に関するスキルアップ支援（休暇付与、助成金）

メンタルヘルスケアを含む健康管理体制の充実

職員の負担軽減のための介護ロボットやICT の導入

職場内の仲間づくり活動の推進

体系的な教育・研修の充実

キャリアパスの充実

非正規職員から正規職員への転換の機会のづくり

職員の負担の軽減のための介護助手（介護補助）の導入

その他 ・法人・施設の知名度向上
・価値観の共有

Ⅰ 人材に関すること

問15 人材育成に十分な時間を割くことができていると感じるか
   （方式：単一選択方式（有効回答数＝147,無回答＝3）

対象：全事業所

4 

48 

75 

15 

5 

とても感じる

やや感じる

あまり感じない

まったく感じない

わからない

(3%)

(33%)

(51%)

(10%)

(3%)
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Ⅰ 人材に関すること

問16 現在実施（予定）している研修内容
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝140,無回答＝10）

対象：全事業所

111 

97 

90 

90 

74 

65 

43 

34 

14 

新人向け研修

ハラスメント対応研修

接遇研修

メンタルヘルス研修

リーダー向け研修

中堅職員向け研修（OJT研修）

クレーム対応研修

次期リーダー向け研修

その他

・認知症高齢者の支援　・身体拘束、高齢者虐待防止　・災害、感染症、BCP
・食中毒　・救急法　・リスクマネジメント

Ⅰ 人材に関すること

問17 今後、市主催の研修会で取り上げてほしい内容
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝148,無回答＝2）

対象：全事業所

69 

61 

48 

36 

35 

27 

25 

18 

17 

13 

12 

7 

2 

6 

実地指導の流れとその内容

介護保険制度全般

災害・防災対策

リスクマネジメント（危機管理）

クレーム対応

高齢者虐待・成年後見制度

ハラスメント対応

介護記録の書き方

接遇・マナー

感染症の基礎知識と感染予防

メンタルヘルス

介護事故

個人情報保護

その他
・アンガーマネジメント ・ICTへの対応 ・ケアマネ育成
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Ⅰ 人材に関すること

問18 介護関係の資格の取得や更新等に関連して、行政に求める支援や、
    改善を求める事項
   （方式：自由記述方式（有効回答数＝45,無回答＝105）※一部抜粋

対象：全事業所

➤ 費用負担の軽減
　 ・研修費・更新料の一部補助の実施。
　 ・経済的理由で研修を断念せざるを得ない職員への金銭的支援。

➤ 働きながら受けられる研修制度への見直し
　 ・長時間・多日程の研修スケジュールの見直し。
　 ・eラーニングや夜間・休日対応など、柔軟な受講形態の拡充。
　 ・地域開催の拡大や移動・参加負担の軽減策。

➤ ケアマネ制度・更新制度の抜本的見直し
　 ・ケアマネ資格の国家資格化の検討。
　 ・更新制度の簡素化・実務に即した内容への改善。

➤ 処遇改善と働きやすい環境の整備
　 ・ケアマネ・介護職への資格手当・処遇改善の拡充。
　 ・書類業務や申請手続きの簡素化・事務負担の軽減。

Ⅰ 人材に関すること

問19 今後、市が介護職の魅力向上PR に関する取組等（例：PR リーフレットの作
    成、学校やPTA 等における出前講座の開催、その他講演会やイベント開催  
    等）を企画した場合、参加・協力することが可能か。
           （方式：単一選択方式（有効回答数＝127,無回答＝23） 対象：全事業所

45 

11 

71 

参加・協力できる

参加・協力できない

わからない

(35%)

(9%)

(56%)
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Ⅰ 人材に関すること

問20 人材確保に関して行政に求める支援
   （方式：自由記述方式（有効回答数＝43,無回答＝107）※一部抜粋

対象：全事業所

➤ 待遇・給与等の処遇改善
　 ・介護職員の賃金アップを行政主導で推進してほしい。
　 ・処遇改善加算の抜本的な見直し。

➤ 採用支援・費用補助
　 ・求人広告やリクルート費用の補助を希望。
　 ・中小法人に特化した就職説明会の開催支援。
　 ・資格取得に対する受講料補助・給付金制度の拡充。
　 ・転職支援金などの施策導入を希望。

➤ 介護職のイメージアップ・人材育成
　 ・介護職の「やりがい・面白さ」の積極的なPR支援。
　 ・介護人材育成機関・研修施設の設置。
　 ・規模の小さい事業所でもキャリアパスが描けるような制度的支援。

➤ ハローワーク利用促進について
　 ・ハローワーク利用を促進する制度や仕組みを整備してほしい。
　 ・潜在的な人材（過去に介護経験あり）を紹介してほしい。
　 ・ハローワーク主導で合同就職説明会（新卒・既卒・中途）を定期開催してほしい。

Ⅱ 外国人従業者に関すること

問21 外国人従業者の有無
   （方式：単一選択方式（有効回答数＝148,無回答＝2）

対象：全事業所

8 

120 

20 

いる

いない

現在はいないが採用を検討している

(5%)

(81%)

(14%)
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Ⅱ 外国人従業者に関すること

問22 外国人従業者の人数
   （方式：単一選択方式（有効回答数＝8,無回答＝0）

対象：問21－①選択事業所

8事業所／150事業所

4 

3 

1 

１～３人

４～９人

１０人以上 (12%)

(38%)

(50%)

Ⅱ 外国人従業者に関すること

問23 外国人従業者の出身国
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝8,無回答＝0）

対象：問21－①選択事業所

8事業所／150事業所

4 

4 

3 

2 

0 

1 

ベトナム

インドネシア

フィリピン

中国

タイ

その他
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Ⅱ 外国人従業者に関すること

問24 外国人従業者の雇用にあたっての課題
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝8,無回答＝0）

対象：問21－①選択事業所

8事業所／150事業所

7 

5 

3 

2 

2 

0 

0 

0 

0 

0 

1 

1 

日本語文章力・読解力の不足により業務に支障がある

利用者等とのコミュニケーションに支障がある

外国人従業員を指導できる職員がいない

文化・生活習慣の違いにより業務に支障がある

経費（給与＋α ）が予想以上にかかる

遅刻・早退・欠勤が多い

介護の適正が低い

就業規則が守れない

学習意欲が低い

資格を取得できずに帰国してしまう

課題は特にない

その他
・介護ソフトが外国語対応していない

Ⅱ 外国人従業者に関すること

問25 外国人従業者がいない理由
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝95,無回答＝25）

対象：問21－②選択事業所

120事業所／150事業所

37 

21 

18 

11 

9 

4 

23 

外国人従業員を採用する意向がない

当事業所のサービスになじまない

導入メリットがわからない

外国人従業員の採用するために支払う人材紹介の手数料が高い

外国人従業員を採用したいが、法人（本部・上司等上層部）の理解が...

外国人従業員の採用方法や受入れ制度がわからない

その他

外国人従業員を採用したいが、法人（本部・上司等上層部）の理解
が得られない、法人の方針が決まっていない、法人が検討していない

・フォローが難しい
・車の運転、送迎業務が出来ないため
・外国人に安易に頼ることに疑問を感じる
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Ⅱ 外国人従業者に関すること

問26 外国人従業者の雇用・活用にあたり、行政に求める支援
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝99,無回答＝51）

対象：全事業所

63 

35 

29 

26 

22 

13 

6 

コミュニケーションの円滑化に資するツール等の導入支援

外国人就労希望者とのマッチング支援

他施設における外国人従業員の受入れ事例紹介

外国人受入れ相談窓口の設置

送り出し国や就労希望者の情報提供

外国人留学生への奨学金の給付等にかかる支援

その他

・離職防止策について

Ⅲ 生産性向上に関すること

問27 業務の効率化等生産性向上に向けた取組が進んでいると感じるか
   （方式：単一選択方式（有効回答数＝148,無回答＝2）

対象：全事業所

8 

70 

61 

4 

5 

とても感じる

やや感じる

あまり感じない

まったく感じない

わからない

(5%)

(4%)

(3%)

(41%)

(47%)
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Ⅲ 生産性向上に関すること

問28 生産性向上推進委員会の設置有無
   （方式：単一選択方式（有効回答数＝147,無回答＝3）

対象：全事業所

66 

71 

10 

ある

ない

わからない

(7%)

(48%)

(45%)

Ⅲ 生産性向上に関すること

問29 生産性向上の推進にあたって、法人との連携体制があるか
   （方式：単一選択方式（有効回答数＝147,無回答＝3）

対象：全事業所

100 

19 

28 
ある

ない

わからない

(19%)

(13%)

(68%)
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Ⅲ 生産性向上に関すること

問30 利用者のケアなど「直接的な業務」に充てる時間が、記録・事務作業などの
   「間接的な業務」と比べてどれくらいの割合を占めているか
   （方式：単一選択方式（有効回答数＝148,無回答＝2）

対象：全事業所

45 

75 

15 

7 

6 

８割以上

５割上８割未満

３割以上５割未満

３割未満

わからない

(30%)

(51%)

(10%)

(5%)

(4%)

Ⅲ 生産性向上に関すること

問31 介護ロボットの導入有無
   （方式：単一選択方式（有効回答数＝147,無回答＝3）

対象：全事業所

21 

5 

116 

5 
導入している

今後導入予定

導入していない

その他
・事業所になじまない

(14%)
(3%)

(79%)

(3%)
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Ⅲ 生産性向上に関すること

問32 現在導入している（予定も含む）
    介護ロボットの種類
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝22,無回答＝4）

対象：問31－①・②選択事業所

26事業所／150事業所

14 

13 

9 

4 

2 

2 

2 

移乗支援

見守り・コミュニケーション

入浴支援

介護業務支援

排泄支援

移動支援

その他

・記録ソフト
・コミュニケーション用インカム

Ⅲ 生産性向上に関すること

問33 介護ロボットの活用状況
   （方式：単一選択方式（有効回答数＝21,無回答＝0）

対象：問31－①選択事業所

21事業所／150事業所

12 

7 

2 

0 

十分に活用できており、業務効率化につながっている

活用がやや不十分であり、業務効率化につながってい

るとは言い難い

まったく活用できておらず、業務効率化につながって

いない

その他

(10%)

(33%)

(57%)
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Ⅲ 生産性向上に関すること

問34 介護ロボットを導入していない理由
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝110,無回答＝6）

対象：問31－③選択事業所

116事業所／150事業所

39 

29 

25 

15 

15 

11 

10 

8 

0 

11 

当事業所のサービスになじまない

導入コストや維持コストを捻出することが困難

どのような商品があるのかわからない

導入メリットがわからない

業務効率化につながるとは考えにくい

導入の方法がわからない

法人（本部・上司等上層部）の理解が得られない、法人の...

他のツール・資源等で代替されている

事務負担や事務の種類が多くなる

その他

　法人（本部・上司等上層部）の理解が得られない法人
　　　の方針が決まっていない、法人が検討していない

・法人の決定事項で詳細は不明
・デモ機で試行中

Ⅲ 生産性向上に関すること

問35 介護ロボットの活用にあたって行政に求める支援
   （方式：単一選択方式（有効回答数＝124,無回答＝26）

対象：全事業所

86 

30 

6 

2 

介護ロボット導入経費の助成

介護ロボットの活用事例の周知・共有

介護ロボットと事業所のマッチング支援

その他

・費用の助成

(69%)

(24%)

(5%)

(14%)
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Ⅲ 生産性向上に関すること

問36 ICT ツールの導入の有無
   （方式：単一選択方式（有効回答数＝147,無回答＝3）

対象：全事業所

105 

8 

34 
導入している

今後導入予定

導入していない

(5%)

(71%)

(23%)

Ⅲ 生産性向上に関すること

問37 現在導入している（予定も含む）
    ICT ツールの種類
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝109,無回答＝4）

対象：問36－①・②選択事業所

113事業所／150事業所

85 

80 

37 

27 

17 

12 

2 

介護ソフト

タブレット端末

音声記録ツール

チャットツール

グループ通話ツール

見守り・コミュニケーションツール

その他

・防災計画作成ツール
・スマートフォン
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Ⅲ 生産性向上に関すること

問38 ICT ツールの活用状況
   （方式：単一選択方式（有効回答数＝105,無回答＝0）

対象：問36－①選択事業所

105事業所／150事業所

63 

41 

1 

1 

十分に活用できており、業務効率化につながっている

活用がやや不十分であり、業務効率化につながっているとは

言い難い

まったく活用できておらず、業務効率化につながっていない

その他

・不明

(1%)

(1%)

(39%)

(60%)

Ⅲ 生産性向上に関すること

問39 ICT ツールを導入していない理由
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝32,無回答＝2）

対象：問36－③選択事業所

34事業所／150事業所

10 

9 

8 

7 

6 

5 

1 

0 

0 

2 

導入メリットがわからない

導入コストや維持コストを捻出することが困難

どのような商品があるのかわからない

導入の方法がわからない

当事業所のサービスになじまない

法人（本部・上司等上層部）の理解が得られない、法人...

事務負担や事務の種類が多くなる

他のツール・資源等で代替されている

業務効率化につながるとは考えにくい

その他

　　　法人（本部・上司等上層部）の理解が得られない
　法人の方針が決まっていない、法人が検討していない

・法人が導入を見送った（詳細不明）
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Ⅲ 生産性向上に関すること

問40 ICT ツールの活用にあたって行政に求める支援
   （方式：単一選択方式（有効回答数＝137,無回答＝13）

対象：全事業所

101 

26 

8 

2 

ICTツール導入経費の助成

ICTツールの活用事例の周知・共有

ICTツールと事業所のマッチング支援

その他

・維持費の助成

(1%)

(19%)

(6%)

(74%)

Ⅲ 生産性向上に関すること

問41 介護助手（介護補助）の導入の有無
   （方式：単一選択方式（有効回答数＝145,無回答＝5）

対象：全事業所

33 

4 

108 

導入している

今後導入予定

導入していない

(74%)

(3%)

(23%)
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Ⅲ 生産性向上に関すること

問42 介護助手（介護補助）の活用状況
   （方式：単一選択方式（有効回答数＝33,無回答＝0）

対象：問41－①選択事業所

33事業所／150事業所

30 

3 

0 

0 

十分に活用できており、業務効率化につながっている

活用がやや不十分であり、業務効率化につながっているとは

言い難い

まったく活用できておらず、業務効率化につながっていない

その他

(9%)

(91%)

Ⅲ 生産性向上に関すること

問43 介護助手（介護補助）が従事している主な業務
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝33,無回答＝0）

対象：問41－①選択事業所

33事業所／150事業所

30 

27 

26 

15 

11 

6 

6 

3 

掃除

食事の配膳・片付け

ベッドメイキング

洗濯

利用者の話の相手等

レクリエーションの手伝い

入浴の準備・片付け

その他

・送迎車清掃 ・環境整備
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Ⅲ 生産性向上に関すること

問44 介護助手（介護補助）を導入していない理由
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝98,無回答＝10）

対象：問41－③選択事業所

108事業所／150事業所

43 

18 

16 

11 

10 

8 

3 

3 

11 

当事業所のサービスになじまない

導入メリットがわからない

導入コストや維持コストを捻出することが困難

業務効率化につながるとは考えにくい

他のツール・資源等で代替されている

法人（本部・上司等上層部）の理解が得られない、法人の方針...

導入の方法がわからない

事務負担や事務の種類が多くなる

その他

　　　法人（本部・上司等上層部）の理解が得られない
　法人の方針が決まっていない、法人が検討していない

・応募がない
・適切な人材がいない

Ⅲ 生産性向上に関すること

問45 介護助手（介護補助）の活用にあたって行政に求める支援
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝122,無回答＝28）

対象：全事業所

72 

39 

38 

25 

14 

12 

4 

1 

介護報酬の引上げ

人員基準の緩和

介護助手（介護補助）希望者とのマッチング支援

特にない

就労体験の実施

介護助手に関する広報

施設向け研修会の開催

その他
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Ⅲ 生産性向上に関すること

問46 介護現場の生産性向上に関して行政に求める支援
   （方式：自由記述方式（有効回答数＝19,無回答＝131）※一部抜粋

対象：全事業所

➤ 補助金・費用助成に関する要望
　 ・ICT機器、ソフトウェア、介護ロボット導入の補助金引き上げ。
　 ・単なる助成金支援ではなく、使い方やメリットの周知。
➤ 書類業務・事務負担の軽減
　 ・書類量の削減や申請手続きの簡素化。
　 ・加算要件や助成金手続きの複雑さの軽減。
➤ 連携・連絡手段の効率化
　 ・FAX等非効率な連絡手段の廃止。
　 ・医療機関とのICT連携促進で業務効率化。
　 ・チャット形式の連携ツール共有や関係機関との連携強化。
➤ 情報提供・情報共有
　 ・好事例など生産性向上につながる取り組みや手段の積極的な発信。
　 ・他事業所の取り組みなどを共有できる場を設けて欲しい。

Ⅲ 生産性向上に関すること

問47 昨年度の収支状況（※法人内部の調整分を除く事業所単独収支）
   （方式：単一選択方式（有効回答数＝138,無回答＝12）

対象：全事業所

10 

62 

27 

18 

21 

余裕のある黒字であった

かろうじて黒字であった

わずかに赤字であった

大幅に赤字であった

わからない

(20%)

(7%)

(13%)

(45%)

(15%)
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Ⅳ 認知症に関すること

問48 認知症の利用者の有無
   （方式：単一選択方式（有効回答数＝149,無回答＝1）

対象：全事業所

148 

1 0 

いる

いない

わからない

(99%)

Ⅳ 認知症に関すること

問49 認知症使用者の原因疾患
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝148,無回答＝0）

対象：問48－①選択事業所

148事業所／150事業所

145 

113 

100 

45 

7 

4 

アルツハイマー型認知症

血管性認知症

レビー小体型認知症

前頭側頭型認知症

わからない

その他 ・混合型認知症
・若年性認知症
・嗜銀顆粒性認知症



27

Ⅳ 認知症に関すること

問50 認知症の本人の希望（できること・やりたいこと）
    について、話を聞く機会の有無
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝148,無回答＝0）

対象：問48－①選択事業所

148事業所／150事業所

138 

2 8 

ある

ない

わからない

Ⅳ 認知症に関すること

問51 認知症の本人の主な希望
   （できること・やりたいこと）
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝138,無回答＝10）

対象：問48－①選択事業所

148事業所／150事業所

87 

76 

68 

59 

50 

49 

47 

21 

17 

13 

1 

食事を選ぶ、準備する、食べるなど、食事に関すること

家族や友人と会う、認知症の方と出会うなど、人との交流に関すること

お店で欲しいものを選び、会計するなど、買い物に関すること

洗濯や掃除、ごみ捨て、日課など、家庭生活に関すること

医療や介護のサービスの利用、服薬や運動、睡眠など、健康管理に関すること

屋外を歩くこと、公共交通機関の利用、運転免許の返納など、移動に関すること

服を選ぶ、着替えるなど、身だしなみに関すること

スポーツ、創作活動、旅行など、趣味に関すること

税金や保険料の支払い、財産や家計の管理など、お金に関すること

仕事を得る、続ける、辞めるなど、働くことに関すること

図書館を利用する、講演会や勉強会に参加するなど、学びに関すること
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Ⅳ 認知症に関すること

問52 認知症の本人が、希望を持ちながら自分らしく
    暮らしていくために必要だと感じること
   （方式：単一選択方式（有効回答数＝149,無回答＝1）

対象：全事業所

60 

34 

27 

24 

3 

1 

家族の認知症に対する理解の増進

地域住民や民間事業者の認知症に対する理解の増進

介護保険サービスの充実

医療・介護サービスの関係者等の支援者の認知症に対する理...

認知症の本人同士が集い、話し合う場の充実

その他

・いずれも必要

(23%)

(18%)

(16%)

(2%)

(40%)

(1%)

Ⅳ 認知症に関すること

問53 現在実践している認知症に特化したケア
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝11,無回答＝0）

対象：問１－⑯・⑱選択事業所

11事業所／150事業所

11 

11 

9 

9 

8 

7 

6 

6 

6 

6 

6 

5 

5 

4 

0 

0 

1 

本人が得意なこと・好きなこと、不得意なこと・嫌いなことを知る

本人が心地よいと感じるであろう関わり方（話しかけ方、介助の仕方等）を把握する

本人が興味・関心を持っていることを知る

本人のADL、IADLを把握する

本人が言葉にできない気持ち（怒り、悲しみ、不安等）に気が付く

本人が達成感や役割意識を持てるような計画づくり及び支援の実施

本人が心地よいと感じるであろう環境（明るさ、静かさ等）を把握する

本人が言葉にできない体の状態（痛みや疲労、便意・尿意等）に気が付く

本人の服薬状況や医療機関の受診の内容について、家族と情報交換をする

本人の病気や服薬状況等について、医師や看護師と情報交換をする

本人の興味・関心に基づく計画づくり及び支援の実施

不安症状や不適応状況がどのような時に生じるかを把握する

他者（家族、友人、地域の人）とのつながりを維持・強化できる計画づくり及び支援の 実施

在宅生活を継続させるための家族の意向や希望を把握する

帰宅後の状態の安定につながるような計画づくり及び支援の実施

在宅生活を継続させるための家族の意向や希望を反映させた計画づくり及び支援の実 　施

その他
・専門職による定期的なリハビリテーション
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Ⅳ 認知症に関すること

問54 認知症ケアに関する事業所の課題
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝11,無回答＝0）

対象：問１－⑯・⑱選択事業所

11事業所／150事業所

6 

5 

4 

4 

3 

3 

3 

1 

1 

0 

0 

0 

0 

利用者のADL重度化への対応

職員のケアの質の維持・向上

利用者の認知症の症状への対応

職員数の確保

家族との関係づくりや対応

地域の人の認知症への理解

地域の人との関係づくり

利用者の欠席・空床の発生等（収入の減少）

収支のバランス

関係機関との関係づくりや対応

利用者数の確保

事務処理の負担

その他

Ⅳ 認知症に関すること

問55 現在行っている利用者家族等への支援
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝10,無回答＝1）

対象：問１－⑯・⑱選択事業所

11事業所／150事業所

7 

7 

6 

2 

1 

1 

個別の介護のアドバイス

個別の相談受付（電話）

個別の相談受付（対面）

個別の相談受付（書面）

介護者勉強会の開催

その他
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Ⅳ 認知症に関すること

問56 家族等への支援を通じて、
    良かったと思うことや効果があったと感じたこと
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝10,無回答＝1）

対象：問１－⑯・⑱選択事業所

11事業所／150事業所

8 

6 

5 

2 

2 

1 

0 

家族との連携がスムーズになった

わからないことや不安等を含め、いろいろなことを話してくれるようになった

家族への認知症に対する理解が深まった

自宅での利用者の様子がよくわかるようになった

家族を介し、他の関係機関との連携が上手くいくようになった

家族が在宅での介護に自信を持った

その他

Ⅳ 認知症に関すること

問57 医療的処置が必要な利用者の有無
   （方式：単一選択方式（有効回答数＝11,無回答＝0）

対象：問１－⑯・⑱選択事業所

11事業所／150事業所

5 

6 

0 

いる

いない

わからない(55%)

(45%)
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Ⅳ 認知症に関すること

問58 医療的処置の詳細
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝5,無回答＝0）

対象：問57－①選択事業所

5事業所／150事業所

3 

1 

1 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

1 

服薬管理

ストーマ（人口肛門・人口膀胱）の管理

カテーテル

インスリン注射

中心静脈栄養の管理

酸素療法

経管栄養（胃ろう・腸ろうを含む）

じょくそうの処置

痰吸引

その他
・バレンカテーテル

Ⅳ 認知症に関すること

問59 医療的措置が必要であることを理由に
    利用を断った対象者の有無
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝10,無回答＝1）

対象：問１－⑯・⑱選択事業所

11事業所／150事業所

5 

2 

3 いる

いない

わからない
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Ⅳ 認知症に関すること

問60 利用を断った対象者の医療処置の内容
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝5,無回答＝0）

対象：問59－①選択事業所

5事業所／150事業所

4 

4 

3 

2 

1 

1 

1 

0 

0 

0 

経管栄養（胃ろう・腸ろうを含む）

痰吸引

中心静脈栄養の管理

インスリン注射

ストーマ（人口肛門・人口膀胱）の管理

酸素療法

カテーテル

じょくそうの処置

服薬管理

その他

Ⅳ 認知症に関すること

問61 医療処置が必要な利用者への事業所の対応方針
   （方式：複数選択方式（有効回答数＝11,無回答＝0）

対象：問１－⑯・⑱選択事業所

11事業所／150事業所

6 

3 

2 

2 

0 

認知症の症状が強い利用者を中心にサービスを提供したいので、

医療的処置が必要な者 には別の事業所の利用をおすすめしたい

現職員の研修を充実させるなどして、一部の医療処置に対応し

たい

どのような医療処置であろうと、可能な限り対応したい

わからない

その他
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Ⅴ 分析結果

１ サービス系統別 過去１年間の採用者及び常勤・非常勤の別と年齢別

全体
(n=150)

訪問系
(n=44)

通所系
(n=40)

施設・居住
(n=37)

居宅介護支援
(n=23)

その他
(n=6)

常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤

20歳未満 13 4 3 1 3 0 6 2 1 1 0 0

20～29歳 34 10 7 3 4 1 20 5 2 1 1 0

30～39歳 47 18 15 7 8 4 22 6 1 1 1 0

40～49歳 48 24 16 8 10 8 15 7 6 1 1 0

50～59歳 44 15 14 3 4 3 17 7 8 2 1 0

60～69歳 33 21 10 4 5 8 10 8 8 1 0 0

70～79歳 11 10 4 3 1 1 4 5 1 1 1 0

年齢不明 5 3 3 1 0 0 1 1 1 1 0 0

サービス別では、「施設・居住」で３０歳代前後の採用が多い一方で、「居宅介護支援」では５０歳代以降の採用が多い傾向があり
ます。年代別では、４０歳代の採用が多い傾向があります。

Ⅴ 分析結果

２ サービス系統別 過去１年間の離職者及び常勤・非常勤の別と年齢別

全体
(n=150)

訪問系
(n=44)

通所系
(n=40)

施設・居住
(n=37)

居宅介護支援
(n=23)

その他
(n=6)

常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤

20歳未満 6 4 3 2 0 0 2 1 1 1 0 0

20～29歳 25 9 5 3 4 1 15 4 1 1 0 0

30～39歳 27 9 7 4 8 0 10 4 1 1 1 0

40～49歳 30 19 12 7 4 5 13 6 1 1 0 0

50～59歳 26 10 6 4 2 1 16 4 1 1 1 0

60～69歳 20 21 7 5 3 5 5 10 5 1 0 0

70～79歳 7 14 4 3 0 4 2 6 1 1 0 0

年齢不明 5 4 3 2 0 0 1 1 1 1 0 0

サービス別では、「訪問系」で４０歳代以降の離職が多く、「施設・居住」で常勤の若年層の離職が多い傾向があります。
また、全体で常勤は若年層の離職が多く、非常勤は高齢層の離職が多い傾向があります。
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Ⅴ 分析結果

３ サービス系統別 人材の充足度合について

12 

3 

6 

1 

1 

1 

48 

18 

10 

10 

8 

2 

74 

21 

17 

21 

12 

3 

9 

1 

4 

3 

1 

0 

全体

訪問系

通所系

施設・居住

居宅介護支援

その他

従業員１人あたりの有給休暇平均取得日数

１５日以上 １０日以上１５日未満 ５日以上９日未満 ５日未満

14 

6 

3 

1 

4 

0 

75 

19 

27 

13 

12 

4 

38 

10 

7 

15 

5 

1 

22 

9 

2 

8 

2 

1 

全体

訪問系

通所系

施設・居住

居宅介護支援

その他

人材の充足の度合い

充足しており、まったく支障ない

不足する時もあるが、おおむね充足し、支障ない

不足気味で支障を感じることがある

慢性的に不足し、支障がある

　特に「施設・居住」で人材が不足し、休暇取得も低調な傾向があります。

Ⅴ 分析結果

４ 生産性向上に関すること

導入率
導入予定含む
（回答割合）

業務効率化につ
ながっている
（回答割合）

導入していない理由
（上位回答）

行政に求める支援
（上位回答）

介護ロボット 17％ 57％
・コスト
・商品がわからない
・メリットがわからない

・導入経費の助成
・活用事例の周知、共有

ICTツール 71％ 60％
・メリットがわからない
・コスト
・商品がわからない

・導入経費の助成
・活用事例の周知、共有

介護助手 25％ 90％
・メリットがわからない
・コスト

・介護報酬の引上げ
・人員基準の緩和
・希望者とのマッチング支援

「介護ロボット」は未導入の事業所が多く、「介護助手」は業務改善につなながっており、最も導入効果が高い傾向があります。
導入していない事業所の理由として、「コスト」と「メリットがわからない」といったことが共通しています。
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Ⅴ 分析結果

５ 在宅・施設別の認知症の本人の希望（できること・やりたいこと）について

27

26

15

15

11

11

6
5

5 4
人との交流に関すること

食事に関すること

身だしなみに関すること

買い物に関すること

家庭生活に関すること

移動に関すること

健康管理に関すること

お金に関すること

働くことに関すること

趣味に関すること

在宅で暮らす認知症の本人は、「食事に関すること」や「買い物に関すること」について、できること・やりたいことへの希
望を多く持っており、施設等で暮らす認知症の本人は、「人との交流に関すること」や「食事に関すること」について、でき
ること・やりたいことへの希望を多く持っている。

※在宅：居宅介護支援、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護からの回答を集計
※施設：介護老人保健施設、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護医療院、短期入所（生活介護・療養介護）、
　　　　特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護からの回答を集計

23

20

19

17

14

14

13

6
6 5

在宅

Ⅴ 分析結果

６ サービス系統別 認知症の本人が自分らしく暮らしていくために必要と感じること

30%

30%

27%

11%

3% 0%

家族の認知症に対する理解の増進 医療・介護サービスの関係者等の支援者の認知症に対する理解の増進

地域住民や民間事業者の認知症に対する理解の増進 介護保険サービスの充実

認知症の本人同士が集い、話し合う場の充実 その他

居宅サービス

44%

21%

21%

12%

2% 1%

居宅サービスと施設・居住サービスともに、「家族の認知症に対する理解の増進」が必要と考える割合が最も大きい。次点で
は、居宅サービスについては「地域住民や民間事業者の認知症に対する理解の増進」が必要と考える割合が大きく、施設・居
住サービスについては「医療・介護サービス関係者等の認知症に対する理解の増進」が必要と考える割合が大きい。


